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１ 国民健康保険税課税限度額の改正について 

 

(1) 改正の要旨 

地方税法の改正により、平成 21年度に介護納付分が「9万円」

から「10 万円」へ、また、平成 22年度に医療保険分が「47万円」

から「50 万円」へ、後期支援分が「12 万円」から「13 万円」へ

法定限度額がそれぞれ引き上げられている。 

高所得者層の負担上限を引き上げることにより、加入者間の負

担均衡を図り、中間所得者層に過重な負担がかからないよう、課

税限度額を改正するものである。 

 

 

(2) 課税限度額の改正案 

(単位：万円) 

区  分 
現 行 の 

課税限度額 

法令上の課税限度額 
引上げ額 

改正前 改正後 

医療保険分 ４７ ４７ ５０ ３ 

後期支援分 １２ １２ １３ １ 

介護納付分  ９ １０ 同 左 １ 

計 ６８ ６８ ７３ ５ 

 

 

(3) 課税限度額の引上げに伴う影響額 

区  分 
対象世帯数 

（世帯） 

対象者の 

割合（％） 

影 響 見 込 額 

（円） 

医療保険分 １，２２５ ２．７ ３３，７１０，０００ 

後期支援分 ２，３７６ ５．２ ２１，１４７，０００ 

介護納付分 ７１３ ３．２ ６，１３３，０００ 

計  ６０，９９０，０００ 

※ 平成２２年８月上旪現在の被保険者（医療・支援 45,739 世帯、

介護 22,143 世帯）により試算。 
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(4) 本市の改正状況の推移 

           (単位：万円) 

 

年度 

医療保険分 後期支援分 介護納付分 合  計 

限度額 

 

法定額 

（差額） 

限度額 

 

法定額 

（差額） 

限度額 

 

法定額 

（差額） 

限度額 

 

法定額 

（差額） 

８ 
46 52     46 52 

 （ 6）      （ 6） 

９ 
49 53     49 53 

 （ 4）      （ 4） 

１０ 
49 53     49 53 

 （ 4）      （ 4） 

１１ 
52 53     52 53 

 （ 1）      （ 1） 

１２ 
52 53   7  7 59 60 

 （ 1）    （ 0）  （ 1） 

１３ 
52 53   7  7 59 60 

 （ 1）    （ 0）  （ 1） 

１４ 
52 53   7  7 59 60 

 （ 1）    （ 0）  （ 1） 

１５ 
52 53   7  8 59 61 

 （ 1）    （ 1）  （ 2） 

１６ 
53 53   8  8 61 61 

 （ 0）    （ 0）  （ 0） 

１７ 
53 53   8  8 61 61 

 （ 0）    （ 0）  （ 0） 

１８ 
53 53   8  9 61 62 

 （ 0）    （ 1）  （ 1） 

１９ 
53 56   8  9 61 65 

 （ 3）    （ 1）  （ 4） 

２０ 
47 47 12 12 9  9 68 68 

 （ 0）  （ 0）  （ 0）  （ 0） 

２１ 
47 47 12 12 9 10 68 69 

 （ 0）  （ 0）  （ 1）  （ 1） 

２２ 
47 50 12 13 9 10 68 73 

 （ 3）  （ 1）  （ 1）  （ 5） 

※ 着色部分 は 、改正年度及び改正箇所 
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(5) 県下各市の状況 

① 医療保険分 

 課税限度額 
２０年度 

（47 万円） 

２１年度 

（47 万円） 

２２年度 

（50 万円） 

42 万円 ２ １ １ 

44 万円 ２ １ ０ 

45 万円 ２ ２ ０ 

46 万円 ３ ４ ３ 

47 万円 ２６ ２９ １２ 

48 万円 ― 

 

 

― 

 

 

１ 

50 万円 ― 

 

 

― 

 

 

２０ 

計 ３５市 ３６市 ３７市 

 ※ （ ）内は、法定課税限度額、着色部分は春日井市の課税限度額 

② 後期支援分 

課税限度額 
２０年度 

（12 万円） 

２１年度 

（12 万円） 

２２年度 

（13 万円） 

10 万円 １ １ ０ 

11 万円 ５ ４ ３ 

12 万円 ２９ ３１ １３ 

13 万円 ― 

 

 

― 

 

 

２１ 

計 ３５市 ３６市 ３７市 

③ 介護納付分 

課税限度額 
２０年度 

（ 9 万円） 

２１年度 

（10 万円） 

２２年度 

（10 万円） 

7 万円 １ １ ０ 

8 万円 ５ ５ ３ 

9 万円 ２９ １７ １２ 

10 万円 ― 

 

 

１３ ２２ 

計 ３５市 ３６市 ３７市 
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２ 出産育児一時金の改正について 

 

(1) 改正の要旨 

平成 21 年 5 月の健康保険法施行令の一部改正に伴い、同施行

令第 36 条に規定する出産育児一時金の支給額が平成 21 年 10 月

１日から平成23年３月31日までの出産についての暫定措置とし

て、従来の 35 万円から４万円引き上げられており、本市の出産

育児一時金についても、これに準拠した取扱いとしている。 

現在の出産費用は、この支給額を上回っている状況にあること

から、国において、この暫定措置を恒久措置化することが検討さ

れており、本年度末に予定されている当該恒久措置に係る法改正

に準じて、出産育児一時金の規定を改正するものである。 

施行期日については、公布日より施行。 

 

(2) 出産育児一時金の支給額（現行どおり） 

区        分 支給額 

産科医療補償制度に加入していない分娩機関で出産した場合 39 万円 

産科医療補償制度に加入している分娩機関で出産した場合 42 万円 

※ 差額 3万円は、産科医療補償制度の費用（掛金）相当分 

 

(3) 出産育児一時金の実績 

区 分 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 

件 数 466 件 466 件 399 件 

金 額 162,950,000 円 165,920,000 円 158,332,032 円 

※ 平成 18 年 9月までは 30 万円。 

平成 18 年 10 月より 35 万円。 

平成 21 年 1月より産科医療補償制度に加入している分娩 

機関で出産した場合は、原則 38万円（35 万円＋3万円）。 

平成 21 年 10 月より原則 42 万円（39 万円＋3万円）。 
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(4) 出産育児一時金に係る財源措置 

出産育児一時金に係る財源は、下記構成表のとおり。 

平成 21 年 10 月からの引上げ額分４万円のうち、1/2（２万円）

については国庫補助、残り 1/2（２万円）のうち、その 2/3 につ

いては、一般会計からの繰出しの対象経費とし、所要の地方交付

税措置がされている。 

当該国庫補助については、23年度政府予算案の策定とともに支

給額などが決定される見通し。 

 

〔現行の財源構成〕 

引上分 

 4 万円 
3/6 

国庫補助 

2/6 
一般会計繰入れ 

（地方交付税措置） 

1/6 
保険税 

従来分 

38 万円 

2/3 

一般会計繰入れ 

（地方交付税措置） 

1/3 

保険税 

 

(5) 支払方法の変更 

分娩機関の規模に応じた支払方法を設けるとともに、対応が困

難な分娩機関には、直接支払制度、受取代理制度、償還払いのい

ずれの手続きを選択できるものとする。 

 

〔病院、一定規模以上の診療所・助産所〕 

・ 直接支払制度（現行どおり） 

・ 償還払い（改定により追加） 

〔一定規模未満の診療所・助産所〕 

・ 直接支払制度（現行どおり） 

・ 受取代理制度（改定により追加） 

・ 償還払い（改定により追加） 
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３ その他 

(1) 制度改正の状況等について 

①  高齢者（70～74 歳）の窓口負担について 

法律上、「２割」となっている 70～74 歳の窓口負担につい

て、現在「１割」となっている軽減特例措置を見直し、早け

れば平成 25 年度より 70 歳を迎えた人から順次「２割適用」

とする案が国において検討されている。 

 

～6歳 70～74歳 75歳～
（後期高齢者医療）

～6歳 70～74歳 75歳～
（後期高齢者医療）

注

～6歳 70～74歳 75歳～

注 「２割適用」とする対象年齢

70歳 ～ 74歳

（国民健康保険）

全員の各所得が
145万円未満

全員の各所得が
145万円未満【 １ 割 】

7～69歳

【 平成２０年４月～ 】（凍結前）

【 ３ 割 】 【 ３ 割 】
最多所得の人が
145万円以上

最多所得の人が
145万円以上

【 平成２０年４月～ 】（凍結後）

【2割】

【 ３ 割 】

（国民健康保険）

【 ３ 割 】

7～69歳

【 ３ 割 】

【2割】

【 １ 割 】

【 ２ 割 】 【 １ 割 】
【 ３ 割 】

【 平成２５年４月～ 】

【2割】 【 ３ 割 】

【 ３ 割 】 【 ３ 割 】

平成27年度
平成28年度
平成29年度

70歳 ～ 71歳

最多所得の人が
145万円以上

全員の各所得が
145万円未満

7～69歳

70歳 ～ 72歳
70歳 ～ 73歳

（国民健康保険）

【 ２ 割 】 【 １ 割 】

平成25年度 70歳
平成26年度
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②  国民健康保険税課税限度額の改正について 

高齢化の進展に伴う医療費の増大により、国保税総額の増

加も確実となっていることから、負担感が強いと言われる中

間所得層（所得 100～300 万円）の負担を軽減するため、賦課

限度額の引上げが国において検討されている。 

 

【 保険税賦課限度額の状況 】 

 (単位：万円) 

区  分 
本市の 

限度額 

地方税上の限度額 
差 額 

改正前 改正案 

医療保険分 ４７ ５０ ５１ １ 

後期支援分 １２ １３ １４ １ 

介護納付分 ９ １０ １２ ２ 

計 ６８ ７３ ７７ ４ 

 

 

【 限度額（医療分＋支援分）引上げの影響 】 

〔限度額引上げの効果（イメージ図）〕

（限度額）

77万円

73万円

税 

険 

保 

引上げ

応　能　割　合
（所得割＋資産割）

応　益　割　合
（均等割＋平等割）

所　　得

7割軽減
5割軽減

2割軽減

現 行

引上げ後

中間所得層の負担に配慮した部分

 

 

 



参 考 

 

「国保税の課税限度額」について 

 

 

地方税法  （抜粋）  

（昭和二十五年七月三十一日法律第二百二十六号）  

 

（国民健康保険税）  

第七百三条の四 

５  国民健康保険税の納税義務者に対する課税額のうち基礎課税額は、前項の表の上

欄に掲げる標準基礎課税総額の区分に応じ、被保険者である世帯主及びその世帯に

属する被保険者につき算定した所得割額、資産割額、被保険者均等割額又は世帯別

平等割額の合算額とする。  

 

１２  第五項の基礎課税額は、納税義務者間の負担の衡平を考慮して政令で定める金

額を超えることができない。  

 

２１  第十五項の後期高齢者支援金等課税額は、納税義務者間の負担の衡平を考慮

して政令で定める金額を超えることができない。  

 

３０  第二十四項の介護納付金課税額は、納税義務者間の負担の衡平を考慮して政令

で定める金額を超えることができない。  

 

 

 

地方税法施行令  （抜粋）  

（昭和二十五年七月三十一日政令第二百四十五号）  

 

（国民健康保険税の基礎課税額等の限度）  

第五十六条の八十八の二  法第七百三条の四第十二項 に規定する政令で定める金

額は、五十万円とする。  

２  法第七百三条の四第二十一項 に規定する政令で定める金額は、十三万円とする。  

３  法第七百三条の四第三十項 に規定する政令で定める金額は、十万円とする。 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%b5%95%53%8e%4f%8f%f0%82%cc%8e%6c%91%e6%8f%5c%93%f1%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000070300400000012000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000070300400000012000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000070300400000012000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%b5%95%53%8e%4f%8f%f0%82%cc%8e%6c%91%e6%93%f1%8f%5c%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000070300400000021000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000070300400000021000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000070300400000021000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%93%f1%93%f1%98%5a&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%b5%95%53%8e%4f%8f%f0%82%cc%8e%6c%91%e6%8e%4f%8f%5c%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000070300400000030000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000070300400000030000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000070300400000030000000000000000000


○春日井市国民健康保険税条例  （抜粋）  

昭和 30 年 8 月 10 日 条例第 17 号  

 

(課 税 額 ) 

第 2 条  前 条 の 者 に 対 し て 課 す る 国 民 健 康 保 険 税 の 課 税 額 は 、 世 帯 主 及 び そ

の 世 帯 に 属 す る 国 民 健 康 保 険 の 被 保 険 者 に つ き 算 定 し た 基 礎 課 税 額 (国 民

健 康 保 険 税 の う ち 、国 民 健 康 保 険 に 要 す る 費 用 (高 齢 者 の 医 療 の 確 保 に 関 す

る 法 律 (昭 和 57 年 法 律 第 80 号 )の 規 定 に よ る 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 (以 下 こ の

条 に お い て 「 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 」 と い う 。 )及 び 介 護 保 険 法 (平 成 9 年 法

律 第 123 号 )の 規 定 に よ る 納 付 金 の 納 付 に 要 す る 費 用 を 除 く 。 )に 充 て る た

め の 国 民 健 康 保 険 税 の 課 税 額 を い う 。以 下 同 じ 。)及 び 後 期 高 齢 者 支 援 金 等

課 税 額 (国 民 健 康 保 険 税 の う ち 、後 期 高 齢 者 支 援 金 等 の 納 付 に 要 す る 費 用 に

充 て る た め の 国 民 健 康 保 険 税 の 課 税 額 を い う 。以 下 同 じ 。)並 び に 当 該 世 帯

主 及 び 当 該 世 帯 に 属 す る 国 民 健 康 保 険 の 被 保 険 者 の う ち 同 法 第 9 条 第 2 号

に 規 定 す る 被 保 険 者 で あ る も の に つ き 算 定 し た 介 護 納 付 金 課 税 額 (国 民 健

康 保 険 税 の う ち 、 同 法 の 規 定 に よ る 納 付 金 の 納 付 に 要 す る 費 用 に 充 て る た

め の 国 民 健 康 保 険 税 の 課 税 額 を い う 。 以 下 同 じ 。 )の 合 算 額 と す る 。  

2 前 項 の 基 礎 課 税 額 は 、世 帯 主 (前 条 第 2 項 の 世 帯 主 を 除 く 。)及 び そ の 世 帯

に 属 す る 国 民 健 康 保 険 の 被 保 険 者 に つ き 算 定 し た 所 得 割 額 及 び 資 産 割 額 並

び に 被 保 険 者 均 等 割 額 及 び 世 帯 別 平 等 割 額 の 合 算 額 と す る 。 た だ し 、 当 該

合 算 額 が 470, 00 0 円 を 超 え る 場 合 に お い て は 、 基 礎 課 税 額 は 、 470,0 0 0 円

と す る 。  

3 第 1 項 の 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 課 税 額 は 、 世 帯 主 (前 条 第 2 項 の 世 帯 主 を 除

く 。)及 び そ の 世 帯 に 属 す る 国 民 健 康 保 険 の 被 保 険 者 に つ き 算 定 し た 所 得 割

額 及 び 資 産 割 額 並 び に 被 保 険 者 均 等 割 額 及 び 世 帯 別 平 等 割 額 の 合 算 額 と す

る 。 た だ し 、 当 該 合 算 額 が 120, 0 00 円 を 超 え る 場 合 に お い て は 、 後 期 高 齢

者 支 援 金 等 課 税 額 は 、 120, 00 0 円 と す る 。  

4 第 1 項 の 介 護 納 付 金 課 税 額 は 、 介 護 納 付 金 課 税 被 保 険 者 (国 民 健 康 保 険 の

被 保 険 者 の う ち 介 護 保 険 法 第 9 条 第 2 号 に 規 定 す る 被 保 険 者 で あ る も の を

い う 。以 下 同 じ 。)で あ る 世 帯 主 (前 条 第 2 項 の 世 帯 主 を 除 く 。)及 び そ の 世

帯 に 属 す る 介 護 納 付 金 課 税 被 保 険 者 に つ き 算 定 し た 所 得 割 額 及 び 資 産 割 額

並 び に 被 保 険 者 均 等 割 額 及 び 世 帯 別 平 等 割 額 の 合 算 額 と す る 。 た だ し 、 当

該 合 算 額 が 90,0 0 0 円 を 超 え る 場 合 に お い て は 、 介 護 納 付 金 課 税 額 は 、

90,0 00 円 と す る 。  
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参 考 

「国民健康保険 出産育児一時金」について 

 

健康保険法  （抜粋） 

（大正十一年四月二十二日法律第七十号） 

（出産育児一時金）  

第百一条  被保険者が出産したときは、出産育児一時金として、政令で定める金額を

支給する。  

 

 

健康保険法施行令  （抜粋） 

（大正十五年六月三十日勅令第二百四十三号） 

（出産育児一時金の金額）  

第三十六条  法第百一条 の政令で定める金額は、三十五万円とする。ただし、病院、

診療所、助産所その他の者であって、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当するも

のによる医学的管理の下における出産であると保険者が認めるときは、三十五万円に、

第一号に規定する保険契約に関し被保険者が追加的に必要となる費用の額を基準と

して、三万円を超えない範囲内で保険者が定める金額を加算した金額とする。  

一  当該病院、診療所、助産所その他の者による医学的管理の下における出産につい

て、特定出産事故（出産（厚生労働省令で定める基準に該当する出産に限る。）に係る

事故（厚生労働省令で定める事由により発生したものを除く。）のうち、出生した者が当

該事故により脳性麻痺にかかり、厚生労働省令で定める程度の障害の状態となったも

のをいう。次号において同じ。）が発生した場合において、当該出生した者の養育に係

る経済的負担の軽減を図るための補償金の支払に要する費用の支出に備えるための

保険契約であって厚生労働省令で定める要件に該当するものが締結されていること。  

二  出産に係る医療の安全を確保し、当該医療の質の向上を図るため、厚生労働省令

で定めるところにより、特定出産事故に関する情報の収集、整理、分析及び提供の適

正かつ確実な実施のための措置を講じていること。  

 

 

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%91%e5%88%ea%88%ea%96%40%8e%b5%81%5a&REF_NAME=%96%40%91%e6%95%53%88%ea%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000010100000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000010100000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000010100000000000000000000000000000


 

健康保険法施行令等の一部を改正する政令  （抜粋） 

（平成二十一年五月二十二日政令第百三十九号） 

（健康保険法施行令の一部改正）  

第一条  健康保険法施行令（大正十五年勅令第二百四十三号）の一部を次のように

改正する。  

   附則に次の一条を加える。 

    （平成二十一年十月から平成二十三年三月までの間の出産に係る出産育児一

時金等に関する経過措置） 

第七条 被保険者若しくは日雇特例被保険者若しくはこれらの者であった者又は

被扶養者が平成二十一年十月一日から平成二十三年三月三十一日までの間

に出産したときに支給する出産育児一時金又は家族出産育児一時金について

の第三十六条の規定の適用については、同条中「三十五万円」とあるのは、

「三十九万円」とする。 

 

国民健康保険法  （抜粋） 

（昭和三十三年十二月二十七日法律第百九十二号） 

（国民健康保険）  

第二条  国民健康保険は、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して必要な保

険給付を行うものとする。 

第五十八条  保険者は、被保険者の出産及び死亡に関しては、条例又は規約の定

めるところにより、出産育児一時金の支給又は葬祭費の支給若しくは葬祭の給付を

行うものとする。ただし、特別の理由があるときは、その全部又は一部を行わないこと

ができる。 



 

春日井市国民健康保険条例  （抜粋） 

昭和 34 年 3 月 23 日 条例第 9 号 

 

(出産育児一時金) 

第 5条 被保険者が出産したときは、当該被保険者の属する世帯の世帯主に対し出産

育児一時金として 350,000 円を支給する。ただし、当該出産が、健康保険法施行令

(大正 15 年勅令第 243 号)第 36 条ただし書に規定する出産であると市長が認めると

きは、この額に 30,000 円を超えない範囲内で規則で定める額を加算する。 

2 前項の規定にかかわらず、出産育児一時金の支給は、同一の出産につき、健康

保険法(大正 11 年法律第 70 号)、船員保険法(昭和 14 年法律第 73 号)、国家公務

員共済組合法(昭和 33年法律第 128号。他の法律において準用し、又は例による場

合を含む。)又は地方公務員等共済組合法(昭和 37 年法律第 152 号)の規定によっ

て、これに相当する給付を受けることができる場合には、行わない。 

 

附  則  

(平 成 21 年 10 月 か ら 平 成 23 年 3 月 ま で の 間 の 出 産 に 係 る 出 産 育 児 一

時 金 に 関 す る 経 過 措 置 ) 

5 被 保 険 者 が 平 成 21 年 10 月 1 日 か ら 平 成 23 年 3 月 31 日 ま で の 間 に

出 産 し た と き に 支 給 す る 出 産 育 児 一 時 金 に つ い て の 第 5 条 第 1 項 の 規

定 の 適 用 に つ い て は 、 同 項 中 「 350,000 円 」 と あ る の は 、 「 390,000

円 」 と す る 。  

 

 

春日井市国民健康保険規則  （抜粋） 

平成 6 年 9 月 30 日 規則第 28 号 

 

(出産育児一時金の加算額) 

第 7 条 条例第 5 条の規則で定める額は、30,000 円とする。 
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